
大和市法定外公共物管理条例（逐条解説） 

(趣旨) 

第1条 この条例は、本市の管理に属する法定外公共物の管理及び使用について必要な事項を定め

るものとする。 

【解説】 

・本条例を制定する目的を明示しています。公共物のひとつである法定外公共物（都市計画法、道

路法、河川法、下水道法等で特別に定めのない公共物）の管理及び使用について必要な事項を定

めているものです。 

 (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 法定外公共物 指定外水路及び認定外道路をいう。 

(2) 指定外水路 河川法(昭和 39年法律第 167号)が適用又は準用される河川、下水道法(昭和

33年法律第79号)第2条に規定する下水道及び大和市水路に関する条例(昭和43年大和市条例

第35号)第2条第1項に規定する水路以外の水流、水面及び水路敷地で、市が所有権に基づい

て管理するものをいい、指定外水路の附属物を含むものとする。 

(3) 指定外水路の附属物 せき、水門、堤防、護岸、床止めその他指定外水路に附属して公共の

用に供する工作物をいう。 

(4) 認定外道路 公共の用に供する道(道路法(昭和 27年法律第 180号。以下「法」という。)

第3条各号に掲げるものを除く。)で、市が所有権に基づいて管理するものをいい、認定外道路

と一体をなす施設又は工作物及び認定外道路の附属物を含むものとする。 

(5) 認定外道路の附属物 認定外道路の管理上必要な施設又は工作物をいう。 

【解説】 

・本条は、用語の内容について説明しています。 

・法定外公共物（前条で説明）とは指定外水路及び認定外道路をいいます。 

・指定外水路とは、指定水路（市長が条例に基づき指定した、市内の上和田川及び目黒川がありま

す。）以外の水流、水面及び水路敷地で、市が所有権に基づいて管理するもの（指定外水路の附属

物を含む）をいいます。 

・認定外道路とは、公共の用に供する道で道路法第３条に該当しない、大和市が所有権に基づいて

管理するもの（認定外道路と一体をなす施設又は工作物及び認定外道路の附属物を含む）をいい

ます。 

 



(行為の禁止) 

第3条 法定外公共物においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 法定外公共物を損壊すること。 

(2) 車両、土石、じんかい、汚毒物その他これらに類するものを投棄すること。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、法定外公共物の保全又は利用に支障を及ぼす行為をすること。 

【解説】 

・法定外公共物に対して禁止する行為について定めています。 

(行為の許可) 

第 4条 次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなければならない。許可を受けた

事項を変更しようとするときも同様とする。 

(1) 法定外公共物の敷地又はその上部若しくは下部に、施設又は工作物を新設し、又は改築し、

その法定外公共物の敷地を占用すること。 

(2) 法定外公共物の敷地を掘削し、盛土し、又は堤防、護岸その他法定外公共物の付替等の工 

事若しくはこれらに類する行為をすること。 

(3) 土、石又は砂利を採取すること。 

(4) 指定外水路に流水させ、又は指定外水路から取水するため、施設又は工作物を設置すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が法定外公共物の保全又は管理のため特に必要と認めるこ

と。 

2 市長は、法定外公共物の管理上必要があると認めるときは、前項の規定による許可の際、条件 

を付することができる。 

【解説】 

・法定外公共物の敷地を占用して許可を得て行うことの出来る行為を定めています。 

・法定外公共物の敷地は公共物であるので、上に掲げた行為は、市として事前に申請を受け、保全

又は管理のために必要な場合は条件をつけて許可をします。 

(許可の期間) 

第 5条 前条の規定による許可の期間は、1年以内とする。ただし、市長が特に必要と認めたもの

については、3年以内とすることができる。 

【解説】 

・前条の許可の期間は１年以内を原則とするが、長期的な施設等については、許可の期間を３年以

内とすることができることを定めています。 

 



(占用料の納付) 

第6条 第4条第1項第1号に規定する行為について許可を受けた者(以下「占用者」という。)は、

占用料を納付しなければならない。 

2 占用料の額は、大和市道路占用料徴収条例(昭和28年大和町条例第3号。以下「占用料徴収条例」

という。)第2条に規定する占用料の額とする。 

【解説】 

・法定外公共物に、施設又は工作物を新設し、又は改築し、その敷地を占用する場合は、継続的に

使用することへの条件として、占用料の納付の義務を規定しているものです。 

・法定外公共物への占用料の額は、大和市道路占用料徴収条例に基づき、占用物の種類により占用

料の単価を定めたものです。 

(占用料の還付) 

第7条 既納の占用料は、還付しない。ただし、市長が占用の期間内に第12条の規定により占用の

許可を取り消し、若しくは部分を定めて占用を禁止し、若しくは制限を加えたとき又は占用者が

天災その他特別の事情により法定外公共物を占用できなくなったときは、その一部又は全部を還

付することができる。 

【解説】 

・法定外公共物の還付基準を定めたものです。占用料は原則的に一旦納付した占用料は、還付しな

いが、例外として占用料を還付できる場合を規定したものであります。 

(占用料の減免) 

第 8条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、占用料を減額し、又は免除する

ことができる。 

(1) 国、他の地方公共団体又は地方財政法(昭和23年法律第109号)第6条に規定する公営企業

が公共の用に供する目的で占用するとき。 

(2) 鉄道の事業のために占用するとき。 

(3) 水道、ガス等を建築物に引き込むための導管を設けるために占用するとき。 

(4) 公職選挙法(昭和25年法律第100号)による選挙運動のために使用する立札、看板その他の

物件を設けるために占用するとき。 

(5) 街灯、防犯灯等を設けるために占用するとき。 

(6) 居住の用に供する建築物の敷地が指定外水路を占用しなければ、当該居住の用に供する建築

物の敷地から道路への出入りができない場合で、当該道路に出入りするための通路等を設置す



るとき。 

(7) 農業生産の用に供するための通路等を設置するとき。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めるとき。 

【解説】 

・法定外公共物の占用料の減額や免除に関して定めています、各号列記の場合において占用料を減

免又は免除できることを規定したもので、減免か免除かは規則で定めています。  

(準用) 

第9条 占用料徴収条例第2条、第3条及び第6条の規定は、法定外公共物の占用料の徴収等につ

いて準用する。 

【解説】 

・法定外公共物の占用料の徴収等について道路占用料徴収条例の規定を適用することを定めてい

ます。その第２条は「占用料の額」を、３条は「占用料の徴収」を、第６条は「延滞金の徴収」

を規定しています。 

(占用者の義務) 

第 10条 占用者は、占用期間中その占用物件を保護し、占用によって生じた危害に対する責任を

負い、又は占用により生じるおそれのある危害を防止若しくは予防しなければならない。 

【解説】 

・法定外公共物へ占用物件を継続使用する場合の占用者の義務を規定しているものです。 

(権利譲渡の禁止) 

第11条 占用者は、その権利を他人に譲渡し、転貸し、又は担保に供してはならない。 

【解説】 

・占用者の権利譲渡の禁止について定めています。占用の許可はその占用者に対して出しているも

のなで、もし占用者を変更する場合は改めて新しい占用者が許可を得る必要があります。 

(許可の取消し及び変更) 

第12条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、占用の許可を取り消し、その行為を中止

させ、必要な処置を指示し、又は法定外公共物を原状に回復することを命ずることができる。 

(1) この条例の規定又は許可条件に違反したとき。 

(2) 偽りその他不正な手段により許可を受けたとき。 

2 次の各号のいずれかに該当する場合においては、占用者に対し前項に規定する処置のほか、法定

外公共物の部分を定めてその占用を禁止し、又は制限を加えることができる。この場合において、



市長は、その旨を占用者に通知しなければならない。 

(1) 法定外公共物に関する工事のため、やむを得ない必要が生じたとき。 

(2) 法定外公共物の保全又は管理に支障を及ぼすおそれのあるとき。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、やむを得ない必要が生じたとき。 

【解説】 

・許可の取消と変更について定めています。 

・第１項については、この条例の規定や許可条件に違反した場合、また申請内容に虚偽があった場

合に許可を取消すことを定めています。 

・第２項については、水路を管理する側の都合で、既に許可している占用の内容を変更することを

定めています。その場合は、市長は占用者に通知をする必要があります。 

(原状回復) 

第 13条 占用者は、許可の期間が満了したとき又は許可の期間満了前に占用を必要としなくなっ

たときは、市長に届け出て指示を受け、直ちに自己の費用をもって原状に回復し、検査を受けな

ければならない。この場合において、占用者が原状回復しないときは、市長が代わってこれを行

い、費用を当該占用者から徴収する。 

【解説】 

・許可終了後の原状回復について定めています。許可が終了し、占用物件を撤去した後は、占用物

件があった部分を、占用者が原状回復する義務が生じます。また、やむを得ず市長が原状回復を

行った場合は、その費用を占用者に請求します。 

・原状回復は、占用者が行うものであるが、占用者が原状回復をしない場合には、市長が行い、費

用を占用者から徴収できることを定めている。 

(損害賠償) 

第 14条 法定外公共物に損害を生じさせたときは、市長の定めるところに従い、補修し、又はそ

の損害を賠償しなければならない。 

【解説】 

・法定外公共物の損害賠償について規定したものです。 

 (委任) 

第15条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

【解説】 

・本条例に規定する内容で、さらに詳細に規定する必要がある事項は、「大和市法定外公共物管理条

例施行規則」の中に定めます。 



附 則  

(施行期日) 

1 この条例は、平成15年4月1日から施行する。 

(大和市水路に関する条例の一部改正) 

2 大和市水路に関する条例の一部を次のように改正する。 

【解説】 

・ この条例は、平成15年4月1日に公布され施行されましたが、その後何度かの改正を経て今日

に至っています。 


